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１．はじめに
平成21年４月から保育所に対して告示化され
た改定保育所保育指針が適用となる。
今回の改定では保育所は子どもの最善の利益を
考慮し健全な心身の発達を育む生活の場として子
どもの育ちに応じた保育を行うということが求め
られている。それと同時に、保育現場には自園の
保育を言語化し、それぞれで行われている保育と
いう営みの中で「どのように子どもの最善の利益
を目指しているのか」「どのように現在を最も良く
生きることができるようにしているのか」「どのよ
うに望ましい未来を作り出す力の基礎を培ってい
くのか」ということを対外的に周知することが求
められている。
現在まで、対外的な周知ということについてど
のように行うかについては各園の状況によりその
程度・内容・方法などは一任されてきている。保
育所という子どもたちが長時間過ごす場の特徴か
ら「保護者への報告、連絡、伝達」は日々の子ど
もたちの状況や、何を行ったかといった日常の事
柄などについて、個々の子どもの姿やクラス集団
の姿を中心に行われていることが多い。
だが、保育所として子どもたちに対しどのよう
な理念をもって保育に臨み、０歳から就学までの
保育所生活を通して何を育てたいと考えて保育を
行っているか、そのためにどのように保育に理念
を反映させているかということまでの周知には
到っていない現状が自園を含めて多々あると考え
る。
保育所という職場全体での保育理念の共通理解
を図ることが行えた時に、十分な共感に基づいた
理解と課題意識などによってそれぞれの保育者に
育まれた保育観は子どもと向き合う時、保護者に
対する時などに自然に現れると考える。
しかし、現在の保育者の状況、保護者の状況を
考える時に共通言語としての日本語の状況が「考
えを伝える、考えを受け取る」ツールとして十分
に機能するだけの素地が双方に育っているかとい
う点において個人差があまりにも大きいという実
態が大きな課題となっていると考える。
また、保育の周知という時には「成育歴・生育
環境・家族状況・生活状況・価値観」等がどんど
ん多様化している保護者やあるいは地域の子育て
家庭に対して一つの提示した事柄が同じように理
解されるということは、十分な説明を行う努力を
してもかなり難しいことであると実感している。
示された課題は大きいと実感しているが、実践
の場では毎日が課題との直面と、その解決に向け
ての取り組みの連続である。保育現場として「保
育を語る」というあたりまえ事柄をしっかりと行
えることで、子どもに対しての専門職としての役
割が担えると考えている。
そこで、実際に保育の周知ということで取り組
んできたまこと保育所の取り組みを例に「保育の
あり方」の保護者に対する周知・理解への課題を
探ってみたいと考える。
２．保育状況の背景
2-1 制度の変化
就学前の子ども達の育ちへの対応として、幼稚
園は学校教育法における学校として位置づけられ、
保育所は保育士が国家資格となり、さらに保育指
針が告示化され、認定子ども園という中間的な施
設の体系も示されて日本における乳幼児の生活の
養護及び教育を担う場所として保育所・認定こど
も園・幼稚園の制度的な位置づけの一応の形が示
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されてきている。
しかしその実態としては、幼稚園では少子化を
反映し定員を割るところが現れ、保育所は大都市
圏では受け入れ定員を増やす努力をしているにも
かかわらず、待機児童が恒常的にいる対策として
待機児童ゼロ作戦などが政策として出されている。
同じ保育所でも過疎地では入所児童数が減り定員
割れになったり、保育士の不足が深刻であったり、
市町村などの財政的な問題から公立幼稚園・保育
所の私立法人への移管や認定子ども園として統廃
合したりするなど地域による差やひずみも現れて
いる。
また、認定こども園は制度的に改善の途中であ
り設置数も地域によりかなりの差が生じている。
2-2 子育ての変化
このような制度等の変化が必要となったのは、
「社会環境」「家族構成」「乳幼児の生活を担う保護
者の生活に対する意識」「女性の労働に対する意
識」「一家庭における収入構造の変化」など多様な
要因があると思われる。それと共に子育ての担い
手である女性には育つ中で培ってきた生活イメー
ジ・生活の充足感への志向があり、実際に24時
間・年中無休の子育て生活の中で直面する実態と
のギャップによる負担感の大きさが何よりも大き
いのではないかと思われる。
その社会の実態の中で生まれてきた期待や要望
が子どもの育ちに対して果たすべき公的責任の担
い手としての保育現場の社会的位置づけを変え、
担う役割や課せられる責任内容を大きく変化させ
てきていると考える。
家庭での子育てでは、情報として「子どもの育
ちをトータルに捉えて」ではなく種々様々な生活
の部分（例えば知的面・栄養面等々）についてこ
のようにすると良いということが取り上げられて
いる。また、それらの情報収集は情報誌・インター
ネット等様々な媒体があり入手は容易であり量も
膨大だが、質については色々な角度からの精査が
されていないものも多く、受け手に情報の取捨選
択の力量が求められている。どの情報も一見正し
そうであるが「優秀な子どもの育て方」「将来ド
ロップアウトしないために今はこれしかない」と
なるとかなり危うい点が散見される。子どもに対
して良かれと思う気持を刺激し、不安を伴わせる
ような情報もある中で、惑わされず育児に対して
のポリシーを持って子育てを行う方はそう多くな
いかもしれない。
反対に、まったくそのような情報に興味も感心
ももたず、自分の生活スタイルで、子どもの成長
に対しての見通しなどほとんど無い状況で子育て
をする姿もあり、子育ての状況は一律には捉えら
れない現状である。
2-3 保育現場の課題
以上のように制度も、子育て状況も混沌として
いる中で保育の現場には容赦なく沢山の課題が突
きつけられてきている。
しかし、その状況に対応できるだけ現場の保育
士等に対しての時間的余裕や研修体制が整った訳
でもなく、人的余裕を持てるような財政的な基盤
が示されたわけでもなく、ただ保育現場が行わな
ければならないという課題だけが取沙汰されてい
るというのが現在の状況である。
それだけに、ともすると準備や実態が整わない
まま性急に形だけを求め、保育現場を混乱に陥れ
るなど保育の姿を見失うことにもなりかねないと
危惧を抱かされることも多い。
2-4 保育指針の改訂
今回改定された保育指針では「第１章総則の２
保育所の役割」の⑶において「保育所は（中略）
入所する子どもの保護者に対する支援及び地域の
子育て家庭に対する支援等を行う役割を担うもの
である。」また、⑷において「保育所における保育
士は（中略）子どもを保育するとともに、子ども
の保護者に対する保育に関する指導を行うもので
ある。」と規程されている。
同じく「第１章総則の４ 保育所の社会的責任」
の⑵で「保育所は、地域社会との交流や連携を図
り、保護者や地域社会に、当該保育所が行う保育
の内容を適切に説明するよう努めなければならな
い。」、⑶で「保育所は、入所する子ども等の個人
情報を適切に取り扱うとともに、保護者の苦情な
どに対し、その解決を図るよう努めなければなら
ない。」という努力義務が課されている。
これは、保育所が就学前の乳幼児の養護と教育
を担う公的な責任が明確になったことに付随して
保育に対しての説明責任（accountability）が課さ
れ、各保育所において保育に対しての「根拠（evi-
dence）―何故そうしているのか」を伝えるという
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応答性の構築が求められていると考える。
また、「第６章 保護者に対する支援」の章では
「１ 保育所における保護者に対する支援の基本」
「２ 保育所に入所している子どもの保護者に対
する支援」「３ 地域における子育て支援」の３項
から具体的な支援のイメージが示されているが
２－⑵で「保護者に対し、保育所における子ども
の様子や日々の保育の意図などを説明し、保護者
との相互理解を図るように努めること」と責任の
形が示されて保育現場における取り組みが求めら
れている。
2-5 保育現場の行うべきこと
以上のように保育を取り巻く環境や状況は様々
であったとしても子どもを育てる営みは将来の社
会を支える基礎であることを肝に銘じなくてはな
らない。上記保育指針の中で示されているように
様々な考えや状況である各家庭と共に子どもの養
育を行うそれぞれの保育現場（幼稚園・保育所）
が持てる力をしっかりと全職員で再確認した上で、
自園の出来ること・行いたいこと・大切にしたい
ことなどを「保育のあり方を発信する」という形
で行うことが求められている。
保護者の共感や理解を得ながら保育の実施を行
うことが何よりも乳幼児期の子ども達の成長に
とって安定した環境となり得るのではないかと考
える。
３．保育現場における「保育内容の共通理解」
の現状と問題点
実際の幼稚園・保育所において長年行ってきて
いる保育（教育・養護）内容は今までそれぞれの
園（所）に任されており、その保育内容が就学前
の乳幼児に対してふさわしいものであるかどうか
についての検討は十分に行われているのであろう
か。
公立幼稚園であれば幼児教育の研究を担う責任
が課されていることから園内・園外共に検討・検
証の場を持つことが求められている。
私立幼稚園の場合、地区毎の研究団体主催の研
究会で実践発表はあるが、教育要領に基づく保育
内容の検討・検証を各園でどの程度行っているか
について実態は様々であり、差が大きいと思われ
る。ただ、保育内容については各園ごとの特色の
ある保育が園児獲得に繫がるため知育重視型～自
然体験型まで実態は様々であり、各園ごとの地域
に向けた保育の特色のアナウンスは盛んにされて
いる。
保育所の場合、保育実施内容は認可保育所であ
れば監査対象ともなっているが、現在の保育指針
はガイドラインであるので保育理念・方針・保育
内容・方法については各園に一任されているとい
える。公立園が複数ある場合、長期の指導計画に
ついては検討を行って標準を作っているところも
あるが、それも各自治体の実態に任されている現
状である。そして社会に向けてのアナウンスは
ホームページの作成も含めこれからの課題となっ
ている所も多い。
以上のように、「保育内容の共通理解・検討・実
施」についての実態は様々である。それは平成21
年度を迎え幼稚園が学校に位置づけられ保育指針
が告示化されても保育現場で行えることの状況が
一挙に変わるのはなかなか難しい面があると思わ
れる。
さらに、保育所関係では制度上の変更が取りざ
たされており、制度が変更になることがどのよう
に運営上の変更・運営資金の削減に繫がるかとい
う問題に直結しているので、安定して次年度以降
の保育を検討しようとする余裕が無いために保育
内容の検討が現場を担う保育士に丸投げになって
いる所もある。また、保育所の現状では保育時間
が長く、時差勤務であるために落ち着いて保育内
容を検討するための時間を作ったり研修したりす
ることがむずかしいという実態の園もあるのが現
状である。
４．まこと保育所での「保育のあり方」の保護
者に対する説明の取り組み
現場の実態は以上のように様々であることを踏
まえつつ、「保育のあり方」をどのように発信して
いくかについて自園の取り組みを例として取り上
げてみたいと考える。
まこと保育所でも上記３．で記述した内容と同
じ悩みを抱えているが、できるだけ「保育のあり
方」を伝えるということに対して保育士全員で検
討する機会を持つようにしてきた。
保育士全員で共通理解するためには保育終了後
の会議となり終了が夜10時頃となることが多く、
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次の日の朝７時～の勤務の保育士達にとって負担
が大きいと実感しているが、職員の意識に支えら
れて検討を行っている所である。
4-1 懇談の機会をとらえて
保護者に対しては、年度当初にクラス懇談を毎
年行っているが、その際に３歳以上の保護者に対
して子どもの育ちに関する保育所の考え方を伝え
たいと平成16年度から全体懇談の場を設けてき
た。それまでは年齢ごとでその年齢の育ちの特
徴・年間の行事・保育所生活の約束事などを中心
に懇談を行ってきたが、保護者の子育てに対する
考え方や生活スタイルの多様化を肌で感じること
が増え、保育所に対しての期待や要望が保護者に
よって異なることを受けて、少しでも保育所が子
どもの育ちに対してどのように考えているのかを
伝えることが必要と判断して開始した。欠席され
る方もいることから、できるだけ懇談内容を全員
に周知することを目指して資料を作成し、それを
基におこなってきた。
16年度、17年度は子どもの生活についての考え
方を知らせたいと資料を作成し、18年度はまこと
保育所の保育目標の中に含まれている内容につい
て読み取ってもらえるための資料を作成、20年度
は保育所に在園している乳幼児期に育みたい事柄
を「心情・意欲・態度」の視点から考えて懇談の
資料として作成し、前年度までの資料も含め保護
者に向けて説明を行ってきた。??
クラス懇談終了後の全体懇談であり、時間も６
時15～30分から30～45分程度ということもあり
十分な「保育のあり方」の周知とまでは至らない
ことは承知していたが、少しでも保育についての
理解を得て納得して通園していただくきっかけと
なればと考えて行ってきた。十分な説明や質疑を
行うことはできていなかったが、19年度までは周
知のために改めて自園の保育についての説明会を
開催するなどの方法はとらなかった。
懇談は仕事を持つ保護者にとって保育終了後に
行う方が負担感は少ないが、実態としては仕事内
容も様々であるために降所の時間の差は大きい。
個人懇談等はその実態をうまく利用できるが、ク
ラス懇談・全体懇談では開催時間を５時30分から
としているが「仕事の都合で遅れる（時間が早い）」
と思われる方から「帰るのが遅くなる（時間が遅
い）」と感じられる方と様々である。
懇談会自体の参加人数は開始時間には５割程度
で終了時に７～８割程度になることが多い。欠席
者には後日機会を捉えて懇談を担当した保育士か
ら懇談内容の伝達を行っているが、質問等がなけ
れば全体懇談の内容にまで踏み込むことはほとん
どなく、資料を渡して「これについて話がありま
した。」と伝える程度になることが多い現状であ
る。
4-2 園に対する苦情や要望の機会を捉えて
20年度になり、５～６月に行われた個人懇談の
際に保護者の方から頂いたご意見や要望に対して
内容の共通理解を図り、生活の中での改善等を話
し合った上で保護者への周知を行いたいと考え、
全員に文書を作成して６月30日に配布した。??
その配布した文書を読んで、保育所に対しての
疑問を伝えたくなったのか７月３日に封書が届き
「上靴」「運動会の開催場所」「職員」の３点につい
ての意見が記載されていた。??
封書で届いたことへの戸惑いや３点目の「職員」
の部分では当事者となる職員に動揺がみられたが、
まずは一つ一つのことについて落ち着いて対応す
るべく、その内容に対しての検討を保育士全員で
行い、それまでに検討済みであった上靴の件につ
いては対応を職員で再確認し共通理解の上で「上
靴」に対しての検討報告を配布した。??
「運動会」については後日、当園における行事の
対しての考え方を園の方針として示した上で、方
針の中で考えられるいくつかの方法を提示し無記
名のアンケートを実施した。アンケート回収後（回
収数44、総数比・約76％）にその結果をまとめ、
その結果を受けて全体懇談で再度園の方針として
例年通り行うことに決定したことを伝えた。??
今まで、まこと保育所においてこのような方法
で問題を全体に投げかけたことはなかったが、園
行事という性格上、保護者の方全員に知っておい
て頂きたい内容でもあり、行事のたびに所長から
口頭で繰り返し伝えるようにしていた事柄を文書
にして配布したことで反響は大きかったといえる。
アンケートに自由記述欄を設けたことで、それぞ
れの保護者が色々と良いことも疑問なことも忌憚
なく記入していただけたようであった。回収は手
製のポストであったが手渡しで提出され、その際
に「書くのは苦手だから……」と口頭で思いを伝
えて頂いた方も多かった。
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アンケート配布の際に、配布後保護者の方から
職員に対し色々なアプローチがあることが予測さ
れたので職員と対応の共通理解を図り、皆（職員
及び保護者全員）で考える機会を頂いたことを素
直にありがたく思っていることを伝えるようにし
てあれこれと詮索を生まないような配慮を行った。
自由記述についてどのように取り扱うか検討し
たが、多様な意見に触れていただきたいと考え、
編集等はせず、頂いたご意見をそのまま転載し配
布した。運動会に関係あるもの、そうではないも
のに分け、それ以外の意見・質問等にはできるだ
け回答する姿勢で全体懇談を開催した。??
全体懇談の出席は28名、約50％の保護者の方
が参加され、出席された方は自由記述に記載して
いただけた方が多かったように感じられた。結果
への興味と園庭開催に反対の意見が出た場合、賛
成の意見を述べるために参加したと力を込めてい
た方もいたが、アンケートの結果を受け園として
の姿勢をはっきりと打ち出したことで「運動会」
についての意見は無く、おおむね納得して頂けた
のではないかと考えている。
その他の意見の中の回答は「即答できること・
了承を頂いたこと・説明の上、後日検討結果を配
布したこと」の３パターンとなった。??
その中で「職員の子どもの受け入れ」に関して
は話題に上がるまで「気付かなかった・気になら
ない」という方もいることから、「そのことが気に
なる、扱いに差があるのでは」という個人の思い
について「そのようなことはない」と納得がいた
だけるかどうかは保護者の方々の受け取りや保育
所に対しての信頼感の問題であることと捉えた。
100％の了解ではないことを踏まえつつ、現状通り
どの子に対してもしっかりと責任を持ってかかわ
る気持ちで保育を堂々と行っていくことが一番納
得を得る方法ではないかと職員間で話し合った。
職員の気持ちを受け止めながらもそのことについ
ては基本的な考え方を再度伝えるのみにした。
全体懇談の後、欠席された方にも使用した資料
に報告を添えて全家庭に配布し周知を図った。
この結果を受け運動会を実施した訳だが、今回
の運動会では保護者の方たちがとても積極的に参
加・応援を行っていただけたように思う。前年度
まで、保護者がビデオやカメラの撮影で忙しいた
め拍手や応援が少なく感じられて、始める前に応
援についてのお願いをしていた状況と比べると、
明らかに保護者の方たちの意識が異なっていたと
感じられた。その姿勢はご意見を頂いたことを保
護者に周知して、その機会に保育所における行事
の「保育のあり方」を考えていただいた結果の変
化ではないかと考えている。
運動会の終了後に再度簡単な自由記述のみのア
ンケートを実施した。その回答数は23件（約
39％）と少なかったが、その結果は肯定的な意見
のみであったので「このような意見を○件頂戴い
たしました。」と集計結果のみ周知した。
５．保育所における保育課程の役割
前項で保育のあり方の周知を自園の例を取り上
げて触れてきたが、その際に強く感じられたこと
は、自分たちが行ってきている保育に対しての言
語化の大切さである。４月の全体懇談の際に使用
していた資料の一部「保育目標について」や「子
どもたちに育みたい気持ちや姿について」をアン
ケート後の懇談の中でもを再度使用したが、４月
の段階よりもより理解して聞くことができたとそ
の後の感想をいただいた。
保育目標の周知については改定された保育指針
の中で保育課程に位置付けることが求められてい
る。保育所における保育に対し「子どもが現在を
最も良く生き、望ましい未来をつくり出す力の基
礎を培う」という目標が定められている。
各保育所においては保育目標、保育方針を盛り
込み、地域の実態・子どもの育ち等を踏まえ長期
の見通しをもって保育所生活で総合的に展開され
る保育というものを読み取れるよう作成しなくて
はならないとある。
今まではなかった、保育課程という考え方はモ
デルが無いだけに一見非常に難解そうであり、ど
のように作成するのか保育現場の悩みとなってい
るが、保育課程はすべての指導計画の基であると
考えると、保育課程とは各保育所の「保育のあり
方」が示されているものという考え方ができるの
ではないかと思う。
今回の取り組みを通して、今後各保育所の保育
課程の中に「保育のあり方」が示されていること
で個々の保育所における「保育」の根底となるも
のや各園独自の取り組みの説明ができ、その内容
をいろいろな機会を通じて保護者や一般社会に対
して周知を図っていけるのではないかと感じた。
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そのためにも保育課程の作成に際しては、職員
がその作成に携わり何を盛り込み、どのように表
記していくかについて十分な検討を行うと共に、
作成後は内容について年度ごとに共通理解を図り、
実際の保育の検証を行うことが求められる。作成
した保育課程はそれぞれの保育所の保育のバック
ボーンとなると共に、保育の自己評価の基準と
なってくると考える。
６．今後の課題
「どのような機会にどの程度のことを伝えてい
くのが良いのか」ということや、さらにその取り
組みの中でどのように保護者との双方向の応答性
のある関係を培っていくことが良いのかが現在の
検討課題であり、そのための考え方の基礎となる
保育課程の作成も現在の大きな課題である。
ただ、今年度の取り組みを通じて、保育所が日
ごろの保育活動の中で保護者に向けて日々発信し
ているつもりの「保育のあり方」が園としての方
針や考えに基づいていたとしても、どこかでその
ことについて再確認ができる場が必要であると認
識した。通常の「お便り」等は保護者によって読
む・読まないに差があり、日々の活動について毎
日知らせていても、保育の背景となる「あり方」
への考え方を保護者が読み取るのは難しいといえ
る。
また、保護者に説明をするときには、その言葉
の理解が難しいものであったり、いわゆる保育業
界においての通説を語ったものであったりするよ
り、等身大の保育現場の保育から自分達の言葉で
発信することが何よりも大切であると感じている。
もうひとつの検討課題としては「社会と保護者
に対する説明責任」のうちの「社会」に対する周
知の部分である。
社会への公表の手段としてはインターネットを
利用したホームページの作成ということが代表的
である。現在の時点で園要覧として情報の更新を
行わない程度のホームページを作成することは可
能だが、どのように活用したいのか、運用上の作
成費・維持管理費等の問題、運用管理の担当など
整理されていないことが多く当園では作成には
至っていない。ただ、モバイルを使っての保育所
情報検索に対応するものとして厚生労働省のｉ－
子育てネットを利用し、表記できる内容をできる
だけ詳細に入力し、十分とは言えないが保育所の
情報を得られるようにしている。
現在、それ以上の情報発信に関しては躊躇する
ところも多い。パソコン、携帯電話等のモバイル
の時代が始まってまだ間もないが、急激な普及に
対応した利用にあたっての規範や倫理的なモデル
も示されないまま、どんどん社会全体がその利便
性に対しての依存性を高めている。情報の発信だ
けではなく、双方向の機能を持っているだけに意
図しない状況が起きて、管理者の責任が問われる
ケースも多々起きている。発信だけでなく、どの
ようにして相互理解のためのツールとしていくか
が課題である。
７．まとめ
今回「保育のあり方」の周知という点に絞って、
自分の園の取り組みの状況を一例として取り上げ
てみたが、この点においての一般例ではないこと
は十分承知している。
保育界において、就学前の乳幼児の生活がどの
ような内容で、どのように経験や活動を遊びを通
じて積み重ねていくことが望ましいかについても
保育の標準というものが大変曖昧な状態であると
いうことを保育現場にいるからこそ深く認識して
いる。幼児教育の義務教育化が取り沙汰されたり、
保育所と幼稚園の教育部分の整合性が教育要領・
保育指針においてはかられたりしているが、各園
の自主的な取り組みに任されてきた経過から実体
としては千差万別な状態であるといわざるを得な
いだろう。
乳幼児の生活と望ましい成長の保障を担うべく
動き出していることを評価しつつも、課題とどの
ように向き合い、保護者と子どもの成長を担う両
輪となっていくか、現場の努力が何よりも求めら
れる状況である。経営者と現場の保育者が共に同
じ理想をもって歩みを進めていけるような時代の
背景や後押しとなるような援助・保障は今のとこ
ろ大変難しい状況にあると考えている。
ただ、後押しを待っていられるとも思われない。
自分のできるところから、少しでも良い方向への
歩みを生み出していけるような努力が、現場には
求められている。
保育現場における保育の状況も多様である。も
ちろん子どもに対しての最善の利益を考えること
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が何よりも大切であるが、多様な状況の子どもと
保護者に対して保育の形態を「これしかない」と
限定してしまうことは保育の幅をせばめ、そこで
生活しづらい子どもをつくり出してしまうと考え
る。特に保育所としての福祉的機能を大切にした
「保育のあり方」を考えた時、求められるのは多様
な子ども・保護者と共に歩む「インクルーシヴな
保育」ではないかと考え、その考え方を社会に周
知していくことも保育所の一つの役割ではないか
と考える。
また、これからの保育者（保育士・幼稚園教諭）
には保育を語ることのできるコミュニケーション
の能力、言語力、そして多様な状況を受け入れら
れる柔軟性と応答性、そして問題が生じた時に解
決に至るプロセスをポジティブに続けていける粘
り強さ、専門職集団としてチームワークが行える
協調性をもっていることなどが今後ますます求め
られ、その素地を身につけることが大切になって
くるのではないかと考えている。
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